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１５．フローコリドーの運用方式の研究（その２） 
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1. はじめに 

ADS-B[1]およびそれを用いて他機との安全間

隔の確保を支援するASAS[2]による自律間隔維持

（Self-Separation）は，日本のCARATS[3]，米国

のNextGen[4]，および欧州のSESAR[5]といった

航空交通システムの長期計画において，将来の航

空交通管理の新たな概念を実現するための最も

重要な機上機能の一つとして位置づけられてい

る。一方，今日の航空交通においては，特定の混

雑空港間の交通量の割合が高い。日本国内では，

東京と札幌，大阪，福岡および沖縄間の航空便数

だけで全体の20%以上を占め[6]，米国では特定の

10%の空港間の航空便が全体の33%を占める[7]。

このような特定の経路上では，多くの航空機がほ

ぼ同一の経路上を同一の方位に向かって飛行す

る。フローコリドー（Flow Corridor）とは，こ

のような特定の方位の交通量の多い経路に沿っ

て配置される細長い空域として考案され，航空機

が自律間隔維持の機能を用いて飛行すること想

定されている。図 1にその概念図を示す。フロー

コリドーは，CARATSおよびNextGenにおいて

ほぼ同様の概念が示され，2020年代半ばの導入

が計画されている。 
本稿では，まずフローコリドーの概要[3,4,8,9]を

紹介する。そしてその実現のための最も重要な課

題である基本的な自律間隔維持方式を航空交通

流の数値解析により明らかにする。自律間隔維持

は，周辺の交通動態の監視，コンフリクトの可能

性の検出，コンフリクト解決のための誘導，誘導

に従った航空機の操縦，という一連の手順により

運用されることが想定されている。著者らはこれ

までに基本的な自律間隔維持方式として他機と

の幾何的条件を用いた自律間隔維持を提案して

いる[10,11]。この方式により，各航空機は他機との

間隔を維持しながら最適な飛行速度を維持して

飛行し続けることが可能となることを明らかに

した。しかし，フローコリドーの空域からのわず

かな逸脱が生じてしまうことが課題となった。ま

たこの方式は，航空機上に上記のすべての手順を

自動的に実行しうる機上装置が搭載されている

ことを前提としている。つまり，すべての手順を

自動的に実行することが可能な航空機しかフロ

ーコリドーを利用できない，ということを前提と

していることに対応する。一方，各々の手順を実

行するためには個別の機上装置が必要となるた

め，実際には一部の手順をパイロットが手動で実

行しなければならない航空機も存在する。このよ

うな航空機もフローコリドーを利用できるたよ

うにするためにはその条件を緩和しうる自律間

隔維持方式が必要となる。そこで本研究では，フ

ローコリドーの空域を厳守しながらも，より多く

の航空機がフローコリドーを利用できるよう，機

上装置に求められる要件を緩和することのでき

る自律間隔維持方式を導く。特に，自律間隔維持

の手順の一部であるASASによる誘導情報に基

づいて航空機を操縦する段階を，パイロットが手

動で行うことを想定し，数値解析によりその実現

可能性を明らかにする。  

 

図 1 フローコリドーの概念図[9] 

2. フローコリドーの概要 

2.1導入の背景 

現在の航空交通では，混雑空港間など特定の空

域における交通密度が高くなっており，航空交通

システムの長期計画ではそのような空域におけ

る高密度運航の安全性および効率性の向上が目
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標として挙げられている。そしてこの目標を達成

するため，ADS-BおよびASASなど機上での飛行

の意思決定を可能とする機上装置を活用した

様々な運航方式が想定されている。しかし，AD
S-BやASASを搭載しない航空機の動態を機上で

把握することはできないため，異なる装備の航空

機が混在する空域では地上からの管制を必要と

し，その結果空域の交通容量は地上からの管制の

処理容量によって制限されることになる。つまり，

ADS-BやASASを装備し自律間隔維持の性能を

有する航空機が増加したとしても，全ての航空機

が装備するようになるまではその能力を十分に

活用することができないということである。 
したがって，安全かつ効率的な高密度運航を実

現するためには，航空機の飛行するべき空域を自

律間隔維持の装備により分離することが望まし

いものと考えられ，また，現在の航空交通におい

ては，一部の大都市あるいは都市圏間を結ぶ航空

路線の交通量の占める割合が高い。そこで，自律

間隔維持の機能を有する航空機だけが目的地ま

で同一方向に飛行する空域としてフローコリド

ーが考案された。 
2.2想定されている運用概念 

フローコリドーは，自律間隔維持の機能を持つ

多数の航空機がほぼ同一の方向へ飛行する空域

となる。一つのフローコリドーは筒状あるいは帯

状の形状となり，航空機は機上の自律間隔維持の

機能により，間隔維持だけでなくフローコリドー

への出入りおよびその内部での追い抜きを行う。

さらに，フローコリドーを飛行する航空機は航空

管制機関より与えられた時間にフローコリドー

の出口に到達することが求められる。これにより，

航空管制官はフローコリドー内部の航空機を監

視する必要が無くなる。 
フローコリドーの配置は，その便益を左右する

最も重要な要素である。NextGenでは大都市圏の

空港から上昇或は降下に必要な距離を離した位

置に出入り口を設けることが考えられており，ま

たこれまでに都市間だけでなく地域間のフロー

コリドーの導入およびそのネットワーク化を視

野に入れた検討も行われている[12,13]。さらにNe
xtGenでは動的フローコリドーの運用が提案さ

れている。フローコリドーの出入り口および経路

を随時動的に変更することにより，悪天候の地域

を避けたり，逆に好都合な風を利用したりするこ

とができるものと期待されている。 
2.3期待される効果 

フローコリドー内部を飛行する航空機は，自律

間隔維持の機能により，近傍の交通状況の把握，

他機の接近の判断および必要な間隔制御の一連

の手順を速やかに行うことができる。そのため，

管制官によるレーダ監視および指示による間隔

維持という今日の手順に要する時間を省くこと

ができ，さらに全ての航空機が同一方向に飛行し

対向する機体が存在しないため接近の予測性が

向上する。これらにより，安全間隔を今日より短

縮し，交通容量を増加させることができるものと

考えられる。これは，現在地上の管制官が担って

いる航空管制を機上のパイロットが分担するこ

とに相当する。また，自律間隔維持の機能を持つ

航空機をフローコリドー内部に集中させること

により，それを持たない航空機が飛行できる空域

を拡大することができる。さらに管制官はフロー

コリドー内部を飛行する航空機を監視する必要

が無くなるため，フローコリドー外を飛行する航

空機のみを管制することになり，空域全体として

交通処理容量を増加させかつ安全性を向上させ

ることができるものと期待される。以上のフロー

コリドー導入による監視および管制の変化の模

式図を図 2に示す。フローコリドーの導入により，

その内部では自律間隔維持の機能を持つ機体が

所要の間隔を維持しながら高密度で飛行し，一方

でその他の機体が飛行できる空域が増加する。ま

た，地上からの管制はフローコリドー外部の航空

機のみを処理することとなるため，より多くの航

空機が同じ空域を飛行することができるように

なる。さらに，フローコリドー内を飛行する航空

機の燃料消費量が最少となるように設定するこ

とにより，自律間隔維持の機能を有する航空機の

運航効率を相乗的に高めることができる。 
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図 2 フローコリドー導入の模式図：管制・監視

の変化，空域の高密度化[9] 

3.フローコリドーの運用方式の研究の考え方 

3.1 基本的な間隔制御の考え方 

通常，飛行中の航空機間の衝突を未然に防ぐた

めに安全間隔が設けられており，各航空機は少な

くともそれ以上の間隔を確保しながら飛行する

ことが要求される。そこで本研究においても図 
3に示すように安全間隔を設け，さらにそれより

少し大きな基準間隔を設けた。航空機間の距離が

安全間隔を下回った場合をコンフリクトと呼ぶ

こととする。また各航空機は，他機との間隔が基

準間隔を下回った段階で間隔制御を行い，コンフ

リクトを回避する。 
 

 

図 3 安全間隔（実線）と基準間隔（点線） 

3.2 最大の交通量を持つ航空交通流 
一本の巡航経路が実現し得る最大の航空交通

量は，図 4に示すように航空機が基準間隔と等し

い間隔で整列している状態に達成される。そこで

本研究ではこの状態の交通量を交通容量と解釈

する。次節以降，交通容量と一致する交通量の航

空交通流を安全かつ効率的に実現するための間

隔制御法を明らかにする。 
 

 

図 4 最大の交通量の航空交通流 

4. フローコリドーにおける間隔制御方式 

4.1 機上装置の要件を緩和する間隔制御方式 

自律間隔維持は，周辺監視，コンフリクトの可

能性の検出，コンフリクトを回避する誘導，およ

び航空機の制御という機上での一連の手順によ

り行われる。これらのうち，周辺監視に用いられ

るADS-Bはほぼ全ての航空機が搭載することが

想定されている[4]。一方，コンフリクトの検出お

よび誘導を行うための機上装置であるASASに
関しては，搭載機と非搭載機が混在する状況が生

じることが避けられないものと考えられる。さら

に航空機の機上装置によっては，ASASによる誘

導の結果を航空機を制御するオートパイロット

へ入力する際，パイロットを介さなければならな

い場合も想定される。 
これまでに著者らは，周辺監視から得られる航

空機の幾何的条件に基づいた自律間隔維持方式

を明らかにしている[10,11]。この方式では，周辺監

視から航空機の制御に至るまでのすべての手順

をパイロットが介在することなく実行できる機

上装置を前提としていた。しかし，上述のように

様々な機上装置の混在状況が生じることは避け

られないと考えられる。より多くの航空機がフロ

ーコリドーを活用できるようにするためには，上

記の機上装置の一部が搭載されていない航空機

でも実行できるような運航方式が望ましい。そこ

で本研究では，航空機がADS-Bおよびその周辺

監視情報からコンフリクトを検出しそれを回避

する誘導を指示するASASを搭載し，ASASの誘
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導に基づきパイロットが航空機を操縦すること

を想定する。そしてこのように自律間隔維持の一

連の手順の一部にパイロットが介在しても，フロ

ーコリドーを安全に運用しうる間隔制御方式を

明らかにする。パイロットの操作として，本研究

ではMCP（Autopilot Mode Control Panel）と

呼ばれる装置の操作を想定する。 
4.2 MCPを用いた自律間隔維持 

4.2.1 監視範囲 

各航空機は図 5に示すような自機を中心とす

る長辺2ı ，短辺2ı の長方形の範囲内にある航空

機を監視する。その監視範囲内において自機の前

方により低速で飛行する航空機が存在するか，或

いは自機の後方により高速で飛行する航空機が

存在する場合に，コンフリクトを生じる可能性が

あるものと判断し，間隔制御を行う。本研究では

この時の間隔制御の監視した航空機を間隔維持

対象機と呼ぶ。また前方と後方に基準間隔以下に

接近する可能性がある航空機が複数存在する場

合，自機と水平方向の間隔が最も小さい航空機を

間隔維持対象機として間隔維持を行う。監視範囲

内の最も接近している航空機を間隔維持対象機

とすることにより，その瞬間に安全間隔以下に最

も接近する可能性が高い航空機と間隔維持を行

うことになる。 

 

図 5 監視範囲と間隔維持対象機 
4.2.2 旋回方向の決定 

各航空機は旋回により間隔維持対象機と安全

間隔を維持することを試みる。本研究では自機と

間隔維持対象機の最適速度を比べ速度が速い場

合右へ，遅い場合左へ旋回する。このときの旋回

方向を旋回順方向と定める。航空機が密集し旋回

順方向に旋回できない場合は逆方向に旋回し間

隔を維持する。この向きを旋回逆方向と定める。

最適速度の差により旋回方向を定めることで，速

度差の大きな航空機間の間隔維持の必要性を低

減し，安全性を損なうことなく各航空機のワーク

ロードを均等に大幅に低減できるものと考えら

れる[14,15]。 
4.2.3 旋回による間隔維持 

本研究ではパイロットがMCPにより操作可能

な間隔維持手順にするために，旋回により間隔維

持をする際，各機は常に進行方向に対して左右い

ずれかに5degだけ方位角を変更するものとする。

旋回角を一定値に定めることにより複雑かつ精

密な旋回角の操作を必要とせず，周辺の交通情報

に基づいて計算される間隔維持の誘導にパイロ

ットの手動の操作でも追従することができるも

のと考えられる。 
各航空機は図 6で示す①から⑥の目標経路へ

経路変更し間隔を維持する。この図では高速な航

空機iが低速な航空機jを追い抜く状況を示してい

る。経路を変更する場合に周辺航空機とのコンフ

リクトの発生可能性を①から順に評価し，安全に

旋回できる場合はその目標経路へ旋回し間隔維

持を行う。 
①航空機iおよびjが共に旋回順方向に安全に旋回

できる場合：横方向距離が cd となるまで旋回順方

向に移動する。（図 6a） 
②航空機iが旋回順方向に安全に旋回でき，他の

航空機が存在する等の理由で航空機jが旋回順方

向に安全に旋回できない場合：航空機iが旋回順

方向へ航空機jとの横方向距離が cd となるまで移

動し，航空機jは直進する。（図 6b） 
③他の航空機が存在する等の理由で航空機iが旋

回順方向に旋回できず，航空機jが旋回順方向に

安全に旋回できる場合：航空機jが旋回順方向に

航空機iとの横方向距離が cd となるまで移動し，

航空機iは直進する。（図 6c） 
④航空機iおよびjが共に旋回逆方向に安全に旋回

できる場合：横方向距離が cd となるまで旋回逆方

向に移動する。（図 6d） 
⑤航空機iが旋回逆方向に安全に旋回でき，他の

航空機が存在する等の理由で航空機jが旋回逆方
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向に旋回できない場合：航空機iが旋回逆方向に

航空機jとの横方向距離が cd となるまで移動し，

航空機iは直進する。（図 6e） 
⑥他の航空機が存在する等の理由で航空機iが旋

回逆方向に旋回できず，航空機jが旋回逆方向に

安全に旋回できる場合：航空機jが旋回逆方向に

航空機iとの横方向距離が cd となるまで移動し，

航空機jは直進する。（図 6f） 
また，コンフリクトの発生可能性は以下の考え方

に基づいて判断する。旋回を開始する航空機をi，
周辺を航行するある航空機をjとする。評価開始

時間を時刻t=0として，その時の航空機i，jの位

置を  ,ini ini
i ix y および  ,ini ini

j jx y とする。航空機i，j
の速度 iV ， jV および方位角 i ， j からある時刻t
での航空機i，jの位置は次の式で予測できる。 
  cos , sin

T
i

i
i

ni ini
ii iiix V t y V t   r   (1) 

  cos , sin
T

j
i

j
ni ini

jj jjjx V t y V t   r   (2) 

これよりある時刻tでの航空機 i，jの距離を次の

ように予測できる。 
 , i ji jd  r r   (3) 

また航空機iが目標とする横位置 fin
iy まで移動す

る所要時間 ft は以下のように近似的に得られる。 

 
sin

fin ini
i i

f
i i

y y
t

V 


   (4) 

上式より0 ft t  の範囲で最小値を求め，予測さ

れる航空機i，jの最小間隔 ,
min
i jd を求めると航空機i

が航空機jと基準間隔以下に接近することなく安

全に旋回できる条件は次のようになる。 
 ,

min
i j cd d   (5) 

このように航空機iの周辺を航行する航空機全て

に対し，目標経路へ移動する際の最小間隔を計算

し，上式を全ての航空機で満たした場合のみ安全

に旋回できると判断する。また各航空機は旋回中

も常に全ての航空機に対して上式を計算し，満た

さなかった場合は旋回を中止し上述の間隔維持

アルゴリズムに従い新たに間隔維持を行う。なお，

間隔維持アルゴリズムにおいては，フローコリド

ーの左右いずれかの端部に近い航空機は，その反

対側へのみ移動できるものと判断することによ

り，コリドーからの逸脱を未然に防ぐ。 

 
(a) i，jが旋回順方向へ移動 

 
(b) iが旋回順方向へ移動 

 
(c) jが旋回順方向へ移動 

 
(d) i，jが旋回逆方向へ移動 

 
(e) iが旋回逆方向へ移動 

 
(f) jが旋回逆方向へ移動 

図 6 間隔維持の目標経路 
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4.2.4 速度調整による間隔維持 
 前項の①から⑥のいずれの目標経路へも安全

に経路変更できないと判断した場合は航空機iと
航空機jは速度調整を行う。この時，これらの航

空機は最適速度の平均の速度を目標速度 cV とす

ることとし，次式に従い加減速を行うこととした。

この状況を図 7aに示す。 
  1ci c ia c V V    (6) 

なお，加速度の制限を 2 20.2[ / ] 0.2[ / ]cim s a m s  

とした。速度調整中に①から⑥のいずれかの移動

が可能となった場合には，横方向へ移動した後速

度調整を解消し自機の最適速度で飛行する。また

図 7bのように3機以上で速度調整が必要な場合，

速度調整が必要な航空機は，それら全ての航空機

の最適速度の平均値で飛行することとする。 

(a)  

(b)  

図 7 速度調整(a: 2機の場合，b:3機以上の場合） 

5. 数値解析 

5.1航空機の力学モデル 

本研究では，航空機の質点モデルの平面内の運

動のみを扱う。図 8に示すように飛行方向に x 軸，

飛行方向に対して右側に y 軸をとる。各々の航空

機を添え字 i で表し，速度を [ / ]iv m s ，方位角を

[ ]i rad ，機首方向の加速度を 2[ / ]cia m s ，ロール

角を [ ]i rad ，重力加速度を 2[ / ]g m s とする。航空

機の制御入力として加速度 cia 及びロール角 i を

用いる。各航空機の運動方程式は以下のように得

られる。 
 cosi i ix v   (7) 

 sini i iy v   (8) 
 i civ a  (9) 

 tani i
i

g
v

   (10) 

航空機の方位角はバンク角を入力として次式に

従い制御される。 
  2i i ic      (11) 

ただし， i は前章に示した手順①~⑥で定まる5
deg，-5deg，あるいは0degの値となる。 

 

図 8 航空機の力学モデル 

5.2 仮定と各パラメータ 

数値解析においては，安全間隔 MSR および基準

間隔 SCR をそれぞれ10NM（=18520m）および10.
5NM （=19446m）とした。監視範囲は 2 ca d ，

cb d とする。数値解析では20機の航空機からな

る航空交通流を扱い，初期状態として飛行方向に

は基準間隔で等間隔に，横方向には一様分布の乱

数に従い不規則に並んだ状態を与えた。数値解析

の経路は固定し，その先端が後端に接続されてい

るものとして無限長の経路を模擬している。この

時，ある航空機の監視範囲が経路の先端を超える

場合には，経路の後端の領域が監視範囲に入るこ

とになる。各航空機の飛行速度は230m/sから25
0m/sまでの範囲の一様分布の乱数に従い与えて

いる。また，フローコリドーの経路幅は，基準間

隔の3倍とした。初期状態の一例および凡例を図 
9に示す。図中，各円は安全間隔を半径としてお

り各航空機の安全間隔の範囲を示し，その色で飛

行速度を示している。 
数値解析が進行するに従い，航空交通流の振る

舞いはある一定の状態に収束する。この時，間隔

制御方式の違いによる航空交通流の振る舞いの

差異を明確にするためには，航空交通流を構成す

x

y

iv
i

),( ii yx

0

),( jj yx

jv
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る航空機が様々な飛行速度を持つ場合を想定し

た長時間の数値解析が必要になる。そのため本研

究では，20通りの初期状態を与えそれぞれ20時
間の数値解析を行った。数値解析の各パラメータ

を表 1に示す。 
 

Analyses Range 
31.5NM 

250m/s 230m/s  

図 9 数値解析の初期状態と経路の解析範囲 

表 1 交通流パラメータ 

構成機数 20 経路幅 31.5[NM] 
最適速度 230~250[m/s] ı ı  1.0 × 10ı ı [sı ı ] 
安全間隔 10[NM] ı ı  1.0[− ] 
基準間隔 10.5[NM]  

5.3 評価指標 

本研究では航空交通流の安全性と実現性を，コ

ンフリクトの発生回数およびパイロットの操作

回数を指標として評価する。また，効率性を各航

空機の最適速度からの速度変化量を指標として

評価する。速度変化量は次式で定義する。 
 o

v i iE dtV V    (12) 

ここで i
oV は航空機iの最適速度を示す。速度変化

量が大きいほど，より多くの燃料を消費しかつ飛

行スケジュールからのずれも大きくなることを

表す。なお，初期状態によっては数値計算の開始

直後にコンフリクトが生じる場合もある。そこで

適切な評価を行うため，数値解析の当初の12000
秒間を評価対象から除外することにより初期状

態による影響を最小化した。 
5.4 数値解析とその評価 

5.4.1 速度調整の効果 

まず速度調整の効果を明らかにするため，速度

調整を行う場合および行わない場合の数値解析

を行った。以下の数値解析結果例では，各航空機

の状況を明確に表示するため，他の航空機と速度

調整を行っている航空機はその周囲を灰色で示

し，コンフリクトが生じている場合には黒色で示

す。凡例を図10に示す。また図 11にある1機の

航空機の方位角の時間変化の様子を示す。図より

航空機は常に±5degの方位角で旋回を行ってい

ることが確認できる。 
図 12に速度調整を行わない場合，および図 1

3に速度調整を行う場合のそれぞれの初期状態お

よびその後の24000秒ごとの振る舞いの一例を

示す。速度調整を行わない図 12ではコンフリク

トが生じているのに対し，速度調整を行う図 13
ではコンフリクトが生じず各航空機は周辺の航

空機と安全間隔を維持できていることがわかる。

また前節より各航空機は間隔制御対象機との最

適速度差に応じて，速い場合は右に，遅い場合は

左に旋回することを優先して間隔制御をするた

め，時間経過に伴いコリドーの右側に高速な航空

機が飛行する交通流が形成される。表 2に評価結

果をまとめる。コンフリクト回数，方位角変更回

数，速度調整回数，速度変化量は1機あたり1時間

あたりの平均の値を示す。この結果から，速度調

整を行うことによりコンフリクトを防ぐことが

できることが明らかとなった。またパイロットの

ワークロードを示す方位角変更回数と速度調整

回数の値の合計より，各航空機のパイロットは1
時間当たり平均3回未満の操作で間隔制御をする

ことが可能である。これらの結果より自律間隔維

持を行う際，パイロットによるマニュアル操作が

介在してもフローコリドーの安全な運航が可能

であることが明らかとなった。しかし同時に，多

くの航空機が密集するとそれらが同時に速度調

整を行い，その状況が長時間継続してしまうよう

な状況が生じることも明らかとなった。このよう

な状況はデッドロックと呼ばれる。数値計算の範

囲では，速度調整を行った場合の3ケースでデッ

ドロックが生じていた。デッドロックが生じてい

る間は，多くの航空機が最適速度とは異なる速度

で長時間飛行することになるため，効率が大幅に

低下するものと考えられる。 
5.4.2 副経路の導入 

速度調整は，わずかでもコンフリクトの可能性

のある航空機と行う。この結果，航空機が密集す

るような状況では前後にある複数の航空機と速

度調整を行うこととなり，結果としてそれらすべ

ての航空機の飛行速度が等しくなる。この結果多

数の航空機が等速度で飛行することとなり，デッ
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ドロックの状況が生じるものと考えられる。一方，

速度調整が直前或いは直後の航空機のみと行わ

れる場合には，航空機の列が形成されデッドロッ

クが生じない場合も見られた。 
そこで，フローコリドーの端から基準間隔の整

数倍の経路に副経路を定め，各航空機がそれらの

うちのいずれかを飛行することとした。各航空機

が副経路上を飛行することにより，直前或いは直

後の航空機のみと速度調整を行うこととなり，デ

ッドロックを未然に防ぎより効率的な交通流を

形成できることが期待できる。各航空機が他機と

の間隔維持のために旋回を行う際，近接する副経

路のいずれかに移動することとする。副経路への

移動を加えた間隔制御方式で数値解析を行った

結果を図 14に示す。図中鎖線が副経路を示す。

各航空機が密集した場合でも，基準間隔の整数倍

の経路へ移動することで同一経路を同一速度で

飛行する航空機群が生じ，時間経過で航空機の密

集が緩和されるようになる。また表 2より，デッ

ドロックが生じなくなるだけでなく，パイロット

の操作回数が大幅に減少することも明らかとな

った。以上の結果よりフローコリドーの端から基

準間隔の整数倍の位置に副経路を設定し，航空機

が能動的に副経路へ移動することで航空効率を

大幅に改善できることを明らかにした。 

 

図 10 各航空機の状態（左：速度調整中，右：コ

ンフリクト） 

 

図 11 方位角の時間変化の様子 

 

t=0sec t=24000sec t=48000sec t=72000sec 

図 12 交通流の振る舞い（速度調整なし） 
t=0sec t=24000sec t=48000sec t=72000sec 

図 13 交通流の振る舞い（速度調整あり） 
t=0sec t=24000sec t=48000sec t=72000sec 

図 14 交通流の振る舞い（副経路） 

表 2 交通流評価結果 

速度調整 無し 有り 有り＋ 
副経路 

コンフリクト回数 
[1/hour/機] 

0.09 0 0 

方位角変更回数 
[1/hour/機] 

0.89 0.74 0.62 

速度調整回数 
[1/hour/機] 

0 1.93 0.50 

最適速度ずれ 
[m/hour/機] 0.00 6164.3 4844.1 

デッドロック回数 
[1/計算回数] 

0 0.15 0 
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6. 結論と今後の課題 

本研究では，自律間隔維持の一連の手順の一部

である，ASASによる誘導情報に基づいて航空機

を操縦する段階をパイロットが手動で行うこと

を想定し，数値解析によりその実現可能性を明ら

かにした。その過程で，間隔維持に速度調整を導

入することにより，パイロットの手動の操作によ

る安全な自律間隔維持が可能となり，さらにフロ

ーコリドーの経路幅を厳守することも可能とな

ることも明らかにした。つまり，速度調整が有効

な自律間隔維持方式となることを明らかにした

ことになる。 
本研究の範囲では，最大の交通量の航空交通流

を安全に運航するための間隔制御方式を明らか

にした。実際の交通量はこの最大交通量よりは小

さくなるはずであるので，より安全に取り扱うこ

とができるはずである。一方，実際の航空交通流

では，各航空機の最適な飛行速度，方位角変更の

早さ，および間隔制御を開始する条件が異なって

いることが想定される。また3次元の運動を考慮

した間隔制御方式により，さらに安全かつ効率的

な運航が可能となる可能性がある。また，現実的

な経路長や経路構造に適した間隔制御方式の可

能性もある。これらが今後のフローコリドーの間

隔制御方式の課題となる。さらに，機体や機上シ

ステムの不具合が生じた際に速やかにフローコ

リドーから離脱するための緊急時の手順，および

フローコリドーの中間点からの離脱と合流，およ

びフローコリドー同士の合流を可能とするため

の航空機の運航手順の研究および開発が必要で

ある。 
また，フローコリドーの潜在的に高い便益を実

現するためには，航空需要の高い経路に沿って配

置することが不可欠である。また，複数のフロー

コリドーによりネットワークを構成することに

より航空交通全体の交通容量を増加させること

ができるものと考えられている[8]。前述の通り，

日本国内での高需要路線として，東京と札幌，大

阪，福岡および沖縄を結ぶ路線が挙げられる。し

たがって日本国内においては東京から北方面お

よび西方面にフローコリドーを設けることが大

きな便益をもたらすものと考えられる。そのため

には，各フローコリドーの開始および終了地点と

その間の巡航経路を適切に配置するとともに，例

えば東京－福岡間のフローコリドーへの大阪か

らの合流や，羽田空港付近での各フローコリドー

の合流に適応した配置方法などを明らかにする

必要がある。また，動的フローコリドーを導入す

ることにより気象条件の変化などに対応できる

ようになりさらに大きな便益を得ることができ

るものと考えられるが，その運用を可能とするた

めの設定の手順および各航空機が遅滞無くその

情報を得る手順が不可欠である。 
参考文献 
 

[1] 小瀬木滋: ASAS関連機器の研究の動向と要

件追加の提案，第6回電子航法研究所研究発表会,
 2006年6月2日. 
[2] FAA/Eurocontrol, Cooperative R&D Com
mittee, " Principles of Operation for the Us
e of Airborne Separation Assurance System
s (version: 7.1), 2001, http://adsb.tc.faa.gov/R
FG/po-asas71.pdf, cited Apr. 27, 2012. 
[3] Japan Civil Aviation Bureau, "Long-term
 Vision for the Future Air Traffic Systems 
(CARATS)," 2010, http://www.mlit.go.jp/koku/
koku_CARATS.html, cited Apr. 27, 2012. 
[4] Joint Planning and Development Office: 
Concept of Operation for the Next Generati
on Air Transportation System Ver.3.2. Sep. 
30, 2010, http://jpe.jpdo.gov/ee/docs/conops/Ne
xtGen_ConOps_v3_2.pdf, cited Apr. 27, 201
2. 
[5] SESAR (Single European Sky ATM Rese
arch) Joint Undertaking, http://www.sesarju.
eu/, cited Apr. 27, 2012.  
[6] 財団法人 日本航空機開発協会: 平成22年度

版 民間航空機関連データ集, 2011年3月より著

者集計. 
[7] Yousefi, A. et al.: High volume tube sha
ped sectors (HTS): A network of high-capaci
ty ribbons connecting congested city pairs, I
EEE/AIAA 23rd Digital Avionics Systems C
onference, Salt Lake City, UT, 2004. 
[8] Yousefi, A., et al.: Nextgen flow corridor



－ 92－

電子航法研究所研究発表会（第14回平成 26年6月）

 

s initial design, procedures, and display fun
ctionalities, IEEE/AIAA 29th Digital Avionic
s Systems Conference, Oct. 3-7, 2010. 
[9] 武市昇, 中村陽一, 蔭山康太: フローコリド

ーの概念と実用化への課題, 日本航空宇宙学会

誌, Vol.60, No. 12, 2012年12月, pp. 449-454. 
[10] Takeichi, N., Nakamura, Y. and Kagey
ama, K.: Aircraft Self-Separation Algorithm
 for High Density Air Corridor Operation B
ased on Flight Intent, Transactions of the J
apan Society for Aeronautical and Space Sc
iences, Vol. 57, Num. 3, May 2014, pp.179-
185.  
[11] 武市昇, 中村陽一, 蔭山康太: フローコリド

ーの運用方式の研究, 第13回電子航法研究所研

究発表会, 2013年6月7日. 
[12] Yousefi, A., et al.: Dynamic Allocation 
and Benefit Assessment of NextGen Flow C
orridors, 10th AIAA ATIO Conference, Fort 
Worth, Texas, 2010. 
[13] Xue, M.: Design Analysis of Corridors-i
n-the-sky, AIAA 2009-5859, AIAA Guidance,
 Navigation, and Control Conference, Chica
go, Aug. 10-13, 2009. 
[14] Nakamura, Y., Takeichi, N. and Kagey
ama, K.: A Self-Separation Algorithm using
 Relative Speed for High Density Air Corri
dor, AIAA-2013-5069, AIAA Modeling and S
imulation Technologies Conference, Boston, 
Aug. 19-22, 2013. 
[15] 中村陽一, 蔭山康太, 武市昇: フローコリド

ーにおける高密度航空交通流の形成, 第13回電

子航法研究所研究発表会, 2013年6月7日. 


